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3-2-5  施工計画/調達計画 

3-2-5-1  施工方針/調達方針 

「ス」国側の本事業の実施機関は、NWSDB である。本事業は、詳細設計の段階から NWSDB 内

に設置されるプロジェクトチーム（Project Implementation Unit: PIU）が一貫して業務を担当するも

のとする。PIU の主な役割は、以下の内容とする。 

 本事業に対する NWSDB の窓口 

 NWSDB 内の関連部局との連絡 

 本事業実施に関連する関係機関（中央省庁、州地方行政、県・町地方行政、RDA、CEB 等）

との連絡・調整 

 設計・入札業務のとりまとめ 

 「ス」国側分担事項の実施に係る予算及び要員の確保 

NWSDB の PIU は、ワウニアの北部地域サポート・センター内に設置されるものとし、キリノッ

チの現場に近いジャフナ地区事務所が PIU の業務を補完するものとする。 

本邦コンサルタントは、事業を円滑に進めるために、詳細設計と入札業務補助及び施工監理を行

い、所定期間内での事業完了を目指す。施工段階では施工監理技師が、工事全般に係る NWSDB

の代理人として業務にあたるとともに、主要構造物／設備の施工または完成時、支払いに関する

中間／竣工検査等では、必要に応じて専門技師を現地へ派遣して監理業務を行う。 

詳細設計段階においては、設計内容の詳細、特に機械・電気設備に係る設計についてはコロンボ

の計画・設計部との協議・確認が主体となることが予想される。そのため、コンサルタントは詳

細設計と入札補助の段階はコロンボをベースに業務を行うこととする。 

施工段階では、コンサルタントは NWSDB のキリノッチ現地事務所に常駐する施工監理者を配置

し、そのうち 1 名を主任管理者に任命して PIU との情報集約化を図ることとする。 

本事業の対象水道施設は、土木・建築施設の修復・建設、水道管の設置、さらには機械・電気設

備の設置を複合的に行うことが必要である。そのため、水道施設全般の建設工事に実績を持つ日

本の一般土木工事請負業者を以て工事にあたることが適当と判断する。契約業者の選定方法は、

一般公開による競争入札とする。NWSDB と協議・確認の上、入札参加業者に求められる資格及

び選定基準を入札準備作業時に決定する。 

本事業は水道施設全般の建設事業で、限られた用地内に建設する施設の土木・建築・機械・電気

工事に加えて、面的な水道管の敷設工事がある。施工では、現地業者を協力業者として活用し、

本邦契約業者の技術者が常駐して監督及び指導にあたるものとする。 

本事業は水道施設全体の建設について考えると共に、事業内容から次の工区に分けて考えるもの

とする。 

水道施設の建設工事サイト 
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① 取水・浄水場サイト：取水施設、導水管、浄水施設の修復・建設 

② セントラルカレッジ高架水槽サイト：高架水槽 1,000m3 の建設 

③ パランタン高架水槽サイト：高架水槽 450m3 の建設 

水道管敷設工事サイト 

① 送水管の敷設 

② A9 国道沿い配水管の敷設 

③ キリノッチ町を中心とする区域の配水管敷設 

④ パランタン地区の配水管敷設 

 

3-2-5-2 施工上/調達上の留意事項 

(1) 施工上の留意事項 

施工上の留意事項を以下に列記する。 

 施工工程は施設の修復・建設を主体とする３箇所のサイト（取水・浄水場サイト、セン

トラルカレッジ高架水槽サイト及びパランタン高架水槽サイト）での工事と、送水管工

事、配水管工事を A9 国道沿いの工区、キリノッチ町を中心とする工区、パランタン地

区を工区とする工事に分けて、それぞれを同時施工により実施することとする。すなわ

ち、施工工程は７つの工区に分けて考えることを基本とする。 

 事業実施には、中央政府、地方州行政機関等との業務調整（道路占有許可・敷設管路承

認・鉄道横断承認・路面復旧承認等）が不可欠で、「ス」国側で構築する PIU を介し、

十分に協議して事業を進める。 

 コンサルタント事務所は、設計段階では NWSDB 本部の一部を借りて、設計に係る日常

的な打合せは NWSDB 北部サポート・センターに常駐する PD とコロンボあるいはワウ

ニアにて行い、設計内容に係る主要な協議は PD を含めコロンボの計画・設計部におい

て行う。 

 施工監理段階では、コンサルタントは NWSDB のキリノッチ現地事務所に常駐する。 

 建設業者の事務所及び資機材置場用地は、取水・浄水場サイト、セントラルカレッジ高

架水槽サイト、パランタン高架水槽サイト及び NWSDB のキリノッチ現地事務所用地の

スペースを用いることとする。 

 工区別の工事進捗に合わせた中間検査及び完了検査は、常駐管理者と検査内容に合わせ

た専門技術者をスポット派遣して実施する。 

 施工は昼間工事を原則とする。 

 配水管敷設路線、特に交通量の多い A9 国道沿いの路線での敷設工事や付属設備工事等
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の開削部では、歩行者、通行車両への配慮をし、十分な安全対策を講じる。開削部は、

原則として日々の工事後に埋め戻して仮復旧する。 

 掘削深度が 1.5m を超える路線の施工は必要な土留工を施し、安全を確保する。 

 各戸給水管の敷設は「ス」国負担工事であることから、本事業の配水管敷設工事が終了

してから NWSDB が実施する。 

 完了検査後の竣工検査証明発行日から、該当施設の瑕疵期間を開始する。 

(2) 調達上の留意事項 

次に調達上の留意事項を列記する。 

 「ス」国内での調達を第 1 優先、日本国からの調達を第 2 優先とし、両国で調達できな

い物品に限り第三国調達とする。配水流量監視設備は、日本生産品でない情報通信モデ

ムとソフトウェアの調達が必要となり、「ス」国周辺国からの調達品を優先する。 

 給水管接続用の材料は、NWSDB による継続的な調達を勘案して、「ス」国市場で流通

している周辺国産品の既存材料／部品を調達する。 

 調達資機材の輸入／輸送は、コロンボからキリノッチまでの輸送を含むものとするが、

必要に応じて、陸送が可能な数量への分別・梱包を勘案する。 

 

3-2-5-3  施工区分/調達・据付区分 

無償資金協力事業における日本側が提供する範囲と相手国側が負担する項目の区分を下表に示す。 

表 3-2-17  両国政府の主な分担事項 

番号 項     目 
日本 

(無償資金協力) 
相手国 

1 土地取得  ● 
2 建設予定地伐採  ● 
3 建設予定地にゲート・フェンス設置  ● 
4 駐車場の設置 ●  
5 工事用道路の設置   
 1) 用地内 ●  
 2) 用地外  ● 

6 水道供給施設の修復及び建設 ●  
7 工事用資材置場の提供  ● 
8 不発弾/地雷の事前調査及び発見された場合の処置  ● 
9 電力・水道・雨水排水及びその他付帯施設の建設   
 1) 電 力   
 a. 浄水場用地までの受電用配線  ● 
 b. 用地内配線 ●  
 c. ブレーカー及び変圧器 ●  
 2) 水 道   
 a. 配水本管から用地への接続管  ● 
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番号 項     目 
日本 

(無償資金協力) 
相手国 

 b.用地内配管 ●  
 3) 雨水排水   
 a.用地から排水本管への排水管  ● 
 b. 用地内配管（トイレ、生活排水、雨水排水、その他） ●  
 4) 電 話   
 a. 用地内事務所から電話配線パネルまでの接続線  ● 
 b. 事務所内配線 ●  
 5) 家具・設備   
 a. 一般家具  ● 
 b. 本事業関連設備 ●  

10 PIU の設置及びソフトコンポーネント実施前の運転・維持管理要員配置  ● 
11 約 40km の配水管布設  ● 
12 1,500 戸の給水管接続（資機材は無償事業で供与）  ● 
13 キリノッチ総合病院及び軍駐屯地からの汚水の処理施設の建設  ● 
14 B/A に基く以下の手数料の支払い   
 1) A/P 手続き手数料  ● 
 2) 支払い手数料  ● 

15 「ス」国荷揚げ港での陸揚げ・通関手続き   
 1) 日本から被援助国への製品の海上輸送  ●  
 2) 港での輸送品に対する租税免除及び迅速なる通関  ● 
 3) 国際港から計画対象地までの国内・国外輸送 ●  

16 
認証された契約に基づいて供与される日本国民の役務について、その業務

の執行のための「ス」国への入国及び滞在に必要な便宜供与 
 ● 

17 
契約に基づき調達される製品及び役務のうち、日本国民に課せられる関税、

内国税及びその他課徴金の免除 
 ● 

18 
無償資金協力で調達される機材が、当該計画実施のため適正かつ効果的に

使用され、維持管理されるために必要な費用 
 ● 

19 無償資金協力対象外調達機材の輸送・据付等に必要となる費用  ● 

 

本事業における施設建設工事は、基本的に内戦によって破壊された施設の復旧は日本側が実施し、

将来計画に係る施設整備、具体的には配水管の既存路線から延伸する路線は「ス」国側が実施す

る。また、配水管から各戸への接続管は「ス」国側が設置するが、その資機材は日本側が提供す

る。本事業における施工・調達・据付区分を、下表に示す。 

表 3-2-18  施工・調達・据付区分 

分類 内容 日本国 「ス」国

取水施設：補修及び新設 ○  
導水管：補修及び新設 ○  
浄水施設：補修及び新設 ○  
送水管：新設 ○  
高架水槽（2 基）：新設 ○  
配水管：新設 ○ ○ 

施設建設 

給水管接続  ○ 
給水管接続材料 ○  
水質検査器具 ○  資機材調達 
O&M 用器具 ○  

 検査：収納検査、瑕疵検査（日本国側と「ス」国と協働） ○ ○ 
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3-2-5-4  施工管理計画/調達監理計画 

本準備調査の結果に基づいて、日本国政府が無償資金協力の実施を決定した場合、「ス」国政府

との問で事業実施に係る交換公文（E/N）が署名される。本事業計画は、2011 年 12 月閣議による

単債案件での採択を予定している。 

(1) 詳細設計 

詳細設計の開始時には、取水施設、導水管、浄水場、送水管、高架水槽（2 基）、配水管の地形

測量及び路線測量を含めて詳細な現地調査を実施する。また、必要となる現地見積書を収集する。

帰国後、国内にて設計作業を行い、詳細設計計算書及び基本設計と詳細設計の積算書比較を行う。

詳細設計は、現地調査に 2.0 ヶ月、国内解析と積算書比較に 2.5 ヶ月を見込み、合計期間として

4.5 ヶ月を要する。 

(2) 入札関連業務 

詳細設計の結果に基づいて、入札関連図書を準備し、全て NWSDB の承認を得る。 

図書承認後、直ちに入札公示及び事前審査と入札図書配布を行う。図書配布後 45 日間以上の間隔

をあけ、実施機関及び JICA 立会人の下で応札・開札補助業務を行う。応札適格者の中から 低価

格を提示した候補者から順に、技術面と価格面での評価に係る契約交渉を行い、契約相手として

の妥当性を確認し、業者契約の補助作業を進める。 

入札図書作成から承認までの作業期間として 2.0 ヶ月、入札図書配布から業者契約まで 2.5 ヶ月を

それぞれ見込む。 

① 入札参加資格審査の公示日から1週間以上の準備期間を設け、邦人企業の入札資格審査参加者か

らの入札参加申請書を受理する。 

② 入札参加申請書の受理後、遅滞無く速やかに入札参加資格の審査を行う。 

③ 入札参加適格者に入札図書を配付した後、45日間以上の入札準備期間を設け、関係者立会いの

下に入札を実施する。 

④ 入札 低価格提示業者から順次、応札書の技術的かつ価格的な内容を審査し、施工業者として

の妥当性が確認された業者を本案件の契約先としてNWSDBに推薦する。 

⑤ 工事請負契約の締結を補助する。 

(3) 施工監理／調達監理 

本備事業は、土木・機械･電気の各種工事を伴う。邦人コンサルタントから派遣する技術者は、業

務主任、常駐監理を行う土木技術者、配管工事を監理する技術者、機械技術者、電気技術者を配

置するものとする。また、現地土木技術者／管工事技術者を雇用して、邦人コンサルタントの補

佐に当てるものとする。 
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業務主任は、業務の立ち上げ時期及び完了時期に短期間派遣によるスポット監理を行うものとす

る。常駐監理者は、基本的に施工期全期間にわたって監理を行うものとする。常駐監理者を除く

それぞれの技術者は、供与資材の納入時期、施工期間の中間の適切な時期に、スポット監理を行

うものとする。 

主な調達資機材は、水質検査器具、O&M 器具に加えて、「ス」国側負担事項として設置される給

水装置の接続材である。納期が施工工期に関与することから、早期に契約業者が発注できる準備

（施工計画書／承認願書／免税関連書類）について、業務主任を始め常駐監理者を投入して滞り

なく進める。 

施工監理／調達監理に当たっては、NWSDB 及び関係機関（「ス」国側及び関連国際機関）並び

に日本側（施工業者及び JICA）と綿密な打合せの基に業務を実施する。 

(4) 運転管理技術指導 

工事請負業者は、各設備・機器に関する運転維持管理マニュアル（取り扱い説明書等）を整備し、

ソフトコンポーネントに連携した初期運転管理指導を実施する。本邦コンサルタントは、計画し

た水道施設の設計内容と機能趣旨を「ス」国側へ説明し、ソフトコンポーネントの適切な時期の

実施を通じて、水道施設の復旧・建設が完了した後に適切な運用ができるように運転維持管理、

給水管の管理、水質管理等の技術指導を実施する。 

 

3-2-5-5  品質管理計画 

建設・設置される施設、材料、機器は詳細設計時に検討された仕様書、図面、基準等で要求され

る品質及び機能を有する必要で、施工について以下のような項目の管理が必要となる。 

表 3-2-19 品質管理に係る分析・試験方法 

工  種 管理項目 方  法 適用基準・備考 
管材料 
 
 

強度・寸法 
外観・寸法 

工場検査報告の確認 
目視・寸法測定 
ゲージ 

日本国基準 
 
 

配管状況 
 
 

トルク 
漏水有無 

トルクレンチ 
水圧試験 

日本国基準 
NWSDB 配水施設の施工

標準 
コンクリート 
 
 
 

骨材・セメント・ 
水 
ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ 
コンクリート強度 

物理的試験・化学的試験 
粒度試験 
スランプ・空気量・水セメント比

圧縮強度試験 

日本国基準 

鉄筋 
 

強度 
 

引張強度 
配筋検査 

日本国基準 
 

構造物出来形  寸法検査 日本国基準 
 

3-2-5-6 資機材等調達計画 
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本計画に必要な資機材は、可能な限り現地調達する。ただし、現地調達が不可能なもの、品質・

仕様等が現地調達資機材で適合しないものは、日本もしくは第三国より調達する。 

特に配管材料について、以下の通りとしてそれぞれの部位によって管種を分けて考える。 

 送水管の管材料は、施工性及び耐久性に優れ NWSDB にて採用実績の多い高密度ポリエ

チレン管を採用する。ただし、配管が露出する箇所はダクタイル鋳鉄管とする。 

 配水管の管材料は、NWSDB にて採用実績の多い硬質塩化ビニル管を採用し、配管が露

出する箇所は、ダクタイル鋳鉄管とする。 

 ダクタイル鋳鉄管は輸入品（日本国及び第三国から）が「ス」国内に出回っており、現

地市場での調達は容易である。 

 本事業では給水管の接続材を無償事業で調達し、NWSDB が設置する。将来的には、本

事業後も NWSDB が継続調達する物品であることから、NWSDB が今まで設置してきた

もの同様の仕様とし、水道メータも含み「ス」国内調達とする。 

配管材料以外で日本国及び第三国からの調達になるものとして機械・電気機材があるが、これら

の資機材は日本からの調達として、海上輸送で「ス」国コロンボ港へ、コロンボ港からキリノッ

チへは陸路で輸送するものとする。 

施設整備に使用する建設機械は、「ス」国において建設業者からのリースにて利用可能であるた

め現地調達とする。 

本計画で使用される主要資機材の調達先を以下に示す。 

表 3-2-20 建設用資材・機械調達先 

調達費目 調達先 
区 分 名 称 現 地 日 本 第三国 

備 考 

ダクタイル鋳鉄管（直管、異形管、接合材等）     
弁類（減圧・制御・仕切・逆止・空気） ○    
鋳鉄製マンホール蓋、弁きょう ○    
高濃度ポリエチレン管 ○    
硬質塩化ビニル管 ○    

配管材 

戸別接続管     
セメント・骨材・砂・型枠 ○    
鉄筋 ○    
塗装 ○    

土木資材 

燃料（軽油・ガソリン・オイル） ○    
ポンプ類  ○   
自家発電機  ○   
塩素注入設備  ○   
制御盤  ○   

機械・電気
設備機材 

ろ過砂 ○    
建設機械 掘削機・クレーン・ダンプ等リース ○    
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表 3-2-21 資機材等調達先 

調達費目 調達先 
区 分 名 称 現 地 日 本 第三国 

備 考 

サドル付分水栓、ボール弁 ○    
小口径給水管（高密度ポリエチレン管） ○    給水管材 
水道メータ ○    
多項目比色計 ○    
濁度計 ○    
顕微鏡 ○    
電気伝導度計 ○    
pH 計 ○    
残留塩素計 ○    
溶存酸素計 ○    
保冷庫 ○    

水質検査
器具 

検査台 ○    
不断水穿孔 ○    
PC ○    O&M 用器

具 
LCD プロジェクター ○    

 

3-2-5-7  初期操作指導・運用指導等計画 

施設引渡しに先立ち、初期操作・試運転は、ポンプ・洗砂機・自家用発電機・塩素注入機等の浄

水場内に設置された機器の機能と運転状況を確認するために実施される。この作業で、コントラ

クターは主に機器の運転に関し必要な指導・トレーニング及び問題発生時への対応を教える。ト

レーニングは NWSDB 運転員に対し、初期操作指導として行われる。 

表 3-2-22 初期操作指導計画 

施設 内容 備考 

浄水場 原水ポンプ: 性能検査、ON-OFF 運転、揚水量設定日常点検 

送水ポンプ: 性能検査、ON-OFF 運転、日常点検 

塩素注入機: 注入量設定、日常点検 

電気設備: 性能検査、日常点検 

自家用発電機: 起動方法、性能検査 

 

高架水槽 水位計: 性能検査  

原水/送水/配水管 弁類: 性能検査、開閉検査  

 

3-2-5-8  ソフトコンポーネント計画 

本事業は、キリノッチ市街と周辺地区の水需要増加に対応するため、キリノッチ浄水場の機能を

回復することを目的とするものである。本事業では、取水施設、導水管、浄水場及び配水施設を

機能回復する。 

既存施設は 2005 年以来運転されていないため、現状では知識と経験を兼ね備えた運転員がいない
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2。 従って、機能が回復される水道施設の運転・維持管理についての適切なトレーニングを実施

することが必要であるが、北部州で運転・維持管理に携わる職員は現状でも不足しており、事業

完了時には水道事業運営を行うため職員を確保する必要がある。 

本事業においても水質分析機器を供給し、浄水場の適切な運転及び配水された水道水が適切な水

質であることが確認できるようにする必要がある。そのため、水質を確認する機器を理解し使用

できるようになるための職員のトレーニングが必要となる。 

水道施設の適切な運転・維持管理、水質管理を行うためにも、運転・維持管理のための適切な組

織とすることが重要である。この点においても、本事業ではソフトコンポーネントとして以下の

プログラムが実施され、施設運営が円滑に始められるように支援することが必要である。 

a. 浄水場 運転 

b. 浄水場 維持管理 

c. 各戸接続と水道メータ設置 

d. 機械電気設備 維持管理 

e. 水質監視と管理 

なお、ソフトコンポーネントの詳細を資料編に示す。 

 

3-2-5-9  実施工程 

閣議決定を 2011 年 12 月、二国間交換公文の締結を 2012 年 1 月、詳細設計を 2 月から 4.5 カ月、

入札手続きから契約までを 4.5 カ月、資機材調達及び施設建設を 13 カ月、ソフトコンポーネント

を 2 カ月（うち 1 カ月は施設建設とオーバーラップ）として、想定した本事業の実施工程を図 2-2-7

に示す。 

                                                 
2 2005 年に実際に運転・維持管理を行い、その後も NWSDB に働き続けた職員は 2011 年 3 月に定年退職している。 
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年
項目

(E/N)

(G/A)

 ▲

▲

■

▲

■

▲

準備工
取水・浄水場復旧工
セントラルカレッジ高架水槽築造工 現地業務
パランタン高架水槽築造工 日本国内業務
送水管敷設工事
Ａ９国道沿い配水管布設工
キリノッチ地区配水管布設工
パランタン地区配水管布設工
機械・電気設備工
試運転・引渡し

資機材調達

ソフトコンポーネント

国内 国内 国内 国内 国内

担当 格付 ① M/M M/M 回数 M/M M/M 回数 M/M M/M 回数 M/M M/M 回数 M/M M/M 回数
業務主任 2 2.5 2.0 1 0.3 0.3 1 0.3 0.3 1 5.7
浄水処理 3 2.5 2.0 1 4.5
配管設計 3 2.5 1.5 1 4.0
機械設計 3 1.5 0.5 1 2.0
電気設計 3 1.5 0.5 1 2.0
調達/積算 4 2.5 1.5 1 4.0
入札図書作成 4    0.3 0.3 1 0.3 0.3 1 1.2

計 13.0 8.0 6 0.6 0.6 2 0.6 0.6 2 23.4
運転手 2人 5.0 5.0

計 5.0 5.0
業務主任 2 1.00 2 1.00
現場代理人 3 13.0 1 13.0
土木 3 0.5 1 0.5
機械 3 0.50 1 0.50
電気 3 1.00 2 1.00
完成検査 3 0.17 1 0.17

計 16.17 8 16.17
土木技師(構造物） 12.0 12.0
土木技師(配管） 10.0 10.0
設備 5.0 5.0
事務 12.0 12.0
運転手 13.0 13.0

計 52.0 52.0
浄水場専門家 3 2.0 1 2.0
配水ｼｽﾃﾑ専門家 3 1.0 1 1.0
給水管専門家 3 1.0 1 1.0
機械技師 3 1.0 1 1.0
電気技師 3 1.0 1 1.0
水質専門家 3 1.0 1 1.0

計 7.0 6 7.0
翻訳（技術員） 2.0 2.0
通訳（技術員） 2.0 2.0

計 4.0 4.0

3

合計
施工監理入札図書作成①実施設計 ソフコン

現地

12 12 1

現地現地現地現地

21111 5 6 71 2 3

入札評価
業者契約

入札図書作成
入札図書承認

図渡し・現説
入　　札

本事業の閣議決定
11

国内解析・詳細設計

実
施
設
計
･
入
札
関
連
業
務

日
本
人
技
術
者

施
工
監
理

傭
人

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト

現
地
傭
人

コンサルタント契約

入札公示

現地調査

現
地

日
本
人
技
術
者

日
本
人

施設建設

105 64

入札図書作成②

契
約

2011 2014年
97 8

2012年 2013年
4

建
設
工
事

人月数

実
施
設
計

無償資金拠出協定締結(G/A)
交換公文締結(E/N)

②

28 9

雨期 雨期

312 110

 

図 3-2-8 実施工程（案）
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本事業において「ス」国側の負担で行うものは以下のとおりである。なお、「ス」国側は、事業

モニタリングの結果に係る評価を目的とした本事業の事後調査に全面協力することが求められる。 

(1) 事業実施前 

「ス」国側関係者は、以下の項目について迅速な対処を求められる。 

① NWSDB で組織される PIU の設立 

② 「ス」国側負担事項に係る予算措置 

③ 銀行取決め手続き 

④ 用地取得（公用地の借上げ） 

⑤ 配管布設工事に伴う道路等の各管理者への通知と許可等の取得 

(2)  事業実施中 

本事業の実施期間は、以下の活動が求められる。 

① 銀行取決め及び支払い授権書に係る諸費用 

② 本邦業者（コンサルタントと建設業者）と輸入資機材に対する免税措置等 

③ NWSDB で組織された PIU の要員確保と派遣等に係る措置 

④ 施工に係る事前通達及び広報活動の実施 

⑤ ソフトコンポーネントに係る必要な要員の確保と能力確認 

⑥ 事業モニタリングに係る指標値の継続した収集と蓄積 

(3)  事業実施後 

計画された事業指標を達成すべく、以下の活動を継続的に実施することが求められる。 

① 建設された施設の適正な維持管理 

② 調達された資機材の明確な運用 

③ 引き渡された図書と資機材の活用 

④ 新規契約者の加入促進 

⑤ NWSDB 職員の増員と適切な人員配置 

⑥ 事業モニタリングに係る指標値の継続した収集と蓄積 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 プロジェクトの運営計画 

本事業の実施に先立って NWSDB は PIU を設立し、以下に示す要員体制計画を実現できるように

予算及び要員の確保並びに育成に配慮することが必要である。本事業を実施する体制として下図

に示すものを提案する。現状の組織から提案する組織体制へ移行するために、本事業にて実施す

るソフトコンポーネントのタイミングを利用することも有効である。 

「ス」国政府

財務・計画省
上下水道省
NWSDB本部

NWSDB
計画・設計部

プロジェクト・チーム
PIU

NWSDB
北部サポート
センタージャフ
ナ地区事務所

日本国政府

外務省
現地日本国大使館

（独）国際協力機構
現地JICA事務所

施工監理技術者

コンサルタント

派遣技術者 現地採用技術者

現地所長
（総括技術者）

コントラクター

常駐技術者 派遣技術者

現地採用技術者 現地採用技術者

コンサルタント
契約

工事請負契約

協　調

認証 業務報告

承認申請施工監理

交換公文

NWSDB
日本プロ
ジェクト室

州政府
郡役場
町役場

計画・設計
部

 

図 3-4-1 プロジェクト実施体制図 

本事業の PIU は設計・入札準備段階までは、NWSDB 本部の計画・設計部の DGM あるいは AGM

と密接に調整をしながら取りまとめることが望ましい。そのためコンサルタントもコロンボ地域

をベースとし NWSDB 本部との協議・調整をしながら業務を進めることとする。 

施工段階においては、任命された NWSDB の PD がワウニア事務所あるいはキリノッチ現地事務

所に常駐し、施工監理を行うコンサルタントも NWSDB の現地事務所用地に事務所を設置するこ

ととする。 
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3-4-2 プロジェクトの維持管理計画 

(1) 運転・維持管理 組織 

現状のキリノッチでは給水車により給水が行われているだけであり、職員数もわずかである。 

事業完了により、浄水場は日平均 3,000m3/日の給水能力を持ち、接続戸数も大きく増加する。従

って、この事業を実施するためには、NWSDB は他部門からの転属とともに新規採用によって職

員を確保する必要がある。浄水場と配水管網の運転・維持管理も必要となってくる。本事業の対

象ではないものの、料金請求・徴収のための職員もキリノッチ地区事務所に必要となろう。 

下図に、想定される NWSDB キリノッチ地区事務所の組織表を示す。 

副部長
（北部）

部長補佐
（北部）

地区長
（ジャフナ）

地区長
（ワウニア）

地区事務所長
(キリノッチ）

地区事務所長
(ジャフナ）

機械技師 電気技師 水質検査技師

監督員１ 監督員２機械・電気技師補事務長

運転員１
運転員２
運転員３
運転員補佐１
運転員補佐２
運転員補佐３

取付工１
取付工２
作業員１
作業員２
作業員３
作業員４
作業員５
作業員６

機械工１（パートタイム）
機械工２（パートタイム）
電工１（パートタイム）
電工２（パートタイム）

事務員１
事務員２
会計
検針員１
検針員２
倉庫係
運転手１
運転手２
雑務係１
雑務係２

運転責任者
（キリノッチ）

 

図 3-4-2 NWSDB キリノッチ地区事務所組織図 

 

(3) 事業完了に向けた職員増加 

下表に事業完了 6 ヶ月前から完了後 1 年の必要な職位と職員数を示す。次表に示すとおり、事業

完了 6 ヶ月前には事業実施中からの調整・管理のため地区事務所長と重要な職員の採用が必要と

なってくる。また、事業完了 1 ヶ月前には、キリノッチの水道事業を運転・維持管理を行う上で、

全ての技術職員・事務職員を採用しなければならない。 
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表 3-4-1 NWSDB キリノッチ地区事務所組織表 

 人数 備考 

地区技師長 1  
地区事務所責任者 1  
運転員 3  
運転員補佐 3  
監督員 2  
配管員 2  
現業員 6  
機械・電気職員 1  
機械工 (2) パートタイム（兼任） 
電気工 (2) パートタイム（兼任） 
検針員 2  
会計責任者 1  
事務長 1  
事務員 2  
運転手 2  
事務所雑役員 2  

合計 30 (4)  

 

ジャフナ水道事業は、接続数 7,465 戸があり、職員数は 117 名（1,000 戸あたりの職員数 15.7 名）

であり、キリノッチは将来、接続数約 4,000 戸となり、職員数は 30 名で（1,000 戸あたりの職員

数 7.5 名）兼任職員が 4 名である。キリノッチ事務所の職員数はジャフナ事務所に比べて多くな

いと考えられるが、職員数を安易に増やすことは避け、効率的な事業運営に努めることが求めら

れる。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

 (1) 日本側負担費用 

日本側の負担費用の内訳を下表に示す。 

表 3-5-1 日本側負担費用 

施工・調達業者契約認証まで非公開 

 

(2) 「ス」国側負担費用 

「ス」国側の負担費用は約 80 百万で、以下にその内訳を示す。 

表 3-5-2 「ス」国側負担費用 

費     目 概略事業費
（百万円） 備考 

浄水場外構工 
セントラルカレッジ高架水槽 外構工 
パランタン高架水槽 外構工 

38 51 百万ﾙﾋﾟｰ 

キリノッチ中央病院/国軍キャンプ汚水排水処理施設 27 36 百万ﾙﾋﾟｰ 
配水管布設工 213 285 百万ﾙﾋﾟｰ 
戸別接続工 4 5 百万ﾙﾋﾟｰ 

合計 282 377 百万ﾙﾋﾟｰ 
 

(3) 積算条件 

①積算時点   ： 平成 23 年 6 月 

②為替交換レート： 1 USD ＝ 83.52 円 

1 LKR ＝ 0.749 円 

 



スリランカ国 キリノッチ上水道復旧計画準備調査 
協力準備調査報告書 

 

3-87 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1)  運転・維持管理費試算 

キリノッチの水道施設の 2020 年の運転・維持管理費は 2011 年のジャフナ事務所の予算を参考に

して、以下のように試算できる。 

表 3-5-3 運転・維持管理費 

項目 計算 維持管理費(Rs/年)

人件費 

キリノッチ現場事務所：30 名 
647,500 Rs/年/人 × 30 人 ＝19,425,000 Rs/年 
(参考 : ジャフナ地区事務所 2011 年 - 117 名、75,756,098,000 
Rs/year / 117 = 647,500 Rs/年/人） 

19,425,000 

薬品費 塩素ガス（平均注入率 : 3 mg/l） 
212 Rs/kg×3,000m3/日×0.003 kg/日×365 日＝696,420 Rs/年 

696,000 

電力費 

大需要 : 90 kVA、平均需要 : 72 kVA 
電力料金 : 10.45 Rs/kWh × 51,840 kWh = 541,728 Rs 
基本料金 : 3,000 Rs 
大需要料金 : 850 Rs/kVA x 90 kVA = 76,500 

621, 228 Rs/月 × 12 = 7,454,736 Rs 

7,455,000 

材料費 材料費: 1,000,000 Rs/年 
(参考 : ジャフナ地区事務所 2011 年– 2,000,000 Rs) 

1,000,000 

修繕費 修繕費 : 2,100,000 Rs/年 
(参考：ジャフナ地区事務所 2011 年 – 4,263,000 Rs) 

2,100,000 

維持管理費 
(2020 年) 

 30,676,000 

 

2011 年ジャフナ水道事業の運転・維持管理費は、給水量 149,000 m3/月で、112,537,000 Rs である。

一方、キリノッチでは給水量 90,000 m3/月（ジャフナ比 60.4 %）で、37,799,000 Rs（ジャフナ比

33.6 %）となる。この点から、キリノッチ水道事業のほうが費用効率は良いといえる。 

(2) 料金徴収試算 

キリノッチ水道事業での水道料金の徴収額を、以下の仮定により試算する。 

a. 平均家族数：4.18人 (社会条件調査結果から、2,142人/512戸 = 4.18人) 

b. 家庭用水： 2020年 1,981 m3/日 

c. 家庭用水以外： 2020年 497 m3/日 

d. 学校・公共施設（大）：50 m3/日 1箇所 

e. 学校・公共施設（小）：10 m3/日 10箇所  

f. 商業施設（大）：10 m3/日 10箇所  

g. 商業施設（小）：5 m3/日 50箇所 

表 3-5-4 水道料金徴収額試算 

項目 計算 水道料金（Rs/年）

家庭用 
1,981 m3/日 / (0.12 m3/日/人 × 4.18) = 3,949 件 
0.12 × 4.18 x 30 = 15 m3/月 
( 3 Rs × 5 m3 + 7 Rs x 5 m3 + 15 Rs × 5 m3 ) + 70Rs = 195 Rs/件 

9,241,000
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項目 計算 水道料金（Rs/年）

3,949 件 × 195 Rs/件 x 12 月 = 9,240,660 Rs 
学校・公共施設

（大）：10 件 
50 m3/日 × 30 = 1,500 m3/月 
( 6 Rs × 40 m3 + 16 Rs × 1,460 m3 ) + 1,600 Rs = 25,200 Rs 25,000

学校・公共施設

（小）：10 件 

10 m3/日 × 30 = 300 m3/月 
( 6 Rs × 40 m3 + 16 Rs x 260 m3 ) + 1,600 Rs = 6,000 Rs 
10 件× 6,000 Rs/件 = 60,000 Rs 

60,000

商業施設（大）：

10 件 

10 m3/日× 30 = 300 m3/月 
( 65 Rs × 300 m3 ) + 2,500 Rs = 22,000 Rs 
10 件 × 22,000 Rs/件 = 220,000 Rs 

220,000

商業施設（小）：

50 件 

5 m3/日 × 30 = 150 m3/月 
( 65 Rs × 150 m3 ) + 1,600 Rs = 11,350 Rs 
50 件 × 11,350 Rs/c 件 = 567,500 Rs 

568,000

料金（2020 年）  10,114,000

 

平均家族数 4.18 人の代表的家庭の水道料金は以下の通りである。 

月当たり水使用料: 
0.12 m3/日/人 × 4.18 人 × 30 日 = 15 m3/月 

月当たり水道料金: 
( 3 Rs × 5 m3 + 7 Rs × 5 m3 + 15 Rs × 5 m3 ) + 70Rs = 195 Rs 

社会条件調査の結果、多くの家庭（70.7 %）における水道料金支払い可能額は、月額 100 Rs 以上

であり、そのうち 52.9 %の家庭では 100-250 Rs の範囲なら支払い可能であると回答している。こ

の点から、水道料金月額 195 Rs は、キリノッチの家庭でも支払いは可能であろうと判断される。 

ジャフナ水道事業では、給水量 149,000 m3/月で 60,969,000 Rs /年の水道料金を徴収している。 一

方、キリノッチ水道事業では、給水量 90,000 m3/月（ジャフナ比：60.4 %）で、10,114,000 Rs /年

（ジャフナ比：16.7 %）の水道料金を徴収できる見込みである。 

徴収金額が低くなるのは、水道利用者の規模の違いに起因すると考えられる。 キリノッチでは、

A9 国道沿いに多くの学校・公共施設があるが、商店・レストランの数は限られており、規模も小

さい。ジャフナでは、高額の水道料金の徴収が見込まれる大規模商業施設であるホテル・レスト

ラン等が多い。 

 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

本事業はキリノッチ地区の一部の水道事業を対象としているものの、一方では NWSDB が ADB

の支援を得て内戦のダメージからの復興を目指す北部州のジャフナ・キリノッチ地区を対象とし

てプロジェクトを実施している。そのため今後それら個別の事業を確実に実施していくと共に、

北部州の水道事業を包括的にどのように方向付けるのか議論することが必要になる。 

とりわけ 2013 年までの目標年次として北部州開発計画「北の春」に続く計画が早期に立案された

上で、地域復興から将来の開発に向けた地域の姿を描き、その将来に向けた水需要と、水需要に

対応する水道施設が計画される必要がある。 
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将来の水道施設の計画は、地域全体の広域的な観点及び各地域の個別の観点から立案される必要

があるが、本事業で実施するキリノッチ地区の水道システムは、灌漑部局との合意による取水量

の制限があるため、2020 年以降は水需要を満たせない状況にある。 

従って、将来の水需要を満たす水道施設を計画するためには、①新たな水源を確保し、②新たな

浄水施設を盛り込んだキリノッチ地区全体の水道施設のマスタープランを立案し、既存の水道施

設、建設中の施設を取り込んだ地域の計画を示す必要がある。 

そのため、マスタープラン策定に当たり、NWSDB に特に求められる事項としては、水道事業体

として料金徴収と施設の効率化による運転維持管理費をバランスさせる観点である。本事業が完

了するまでは、給水管接続の確実な実施とメータの計量結果に基づく料金徴収体制を確立し、さ

らに料金をどの程度にすることで水道事業が持続可能となるかを議論し、そのための具体的な取

り組みが考慮されることが望まれる。 

 



 

 

 

 
 
 
 
 

第 4 章 プロジェクトの評価 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1  事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施の前提条件として、以下が挙げられる。 

① プロジェクトサイトの地雷／不発弾が撤去されていること 

② 治安が急激に悪化しないこと 

③ 用地が確保されていること 

④ 「ス」国側負担事項に係る予算措置が講じられていること 

⑤ NWSDB で組織される PIU の設立されること 

⑥ 本プロジェクトに先行して RDA が実施している A-9 国道の拡幅工事の予定通りの施工さ

れていること 

 

4-2  プロジェクト全体計画達成にために必要な「ス」国側負担事項 

本プロジェクト実施において「ス」国側が主体的に取り組むべき事項として、以下が挙げられる。 

① 本プロジェクトサイトの地雷／不発弾の撤去 

② NWSDB の PIU 設立及び北部サポートセンター、ジャフナ地区事務所、キリノッチ現場事

務所への適切な人員配置 

③ 「ス」国側実施する下記項目への必要な予算の継続的確保 

 用地の確保 

 施設建設用地のゲート・フェンス設置 

 施設建設用地までの送電線引き込み 

 用地内事務所から電話配線パネルまでの接続線 

 事務所用家具・設備 

 配水管（約 45km）の敷設 

 各戸接続の施工（1,500 箇所） 

 キリノッチ中央病院の汚水排水処理施設の設置 

④ 適正な水道料金の設定と徴収 

 

4-3  外部条件 

本プロジェクト実施における外部条件は、以下が挙げられる。 

① 北部州への入域には国防省に対する事前の許可取得義務があったが、2011 年 7 月以降に

緩和されている。しかし未だに行動の制約があり、外国人立入、調査用資機材・重機持

ち込み等の手続きに要する時間や手続き方法の変更等の不確実性を考慮したスケジュー



スリランカ国 キリノッチ上水道復旧計画準備調査 
協力準備調査報告書 

 

4-2 

ルの管理が重要となる。 

② LTTE は消滅したものの、現地治安動向には細心の注意が必要である。 

③ 本事業実施予定地は地雷及び不発弾の除去が完了していること、そしてもし予測不能の

事態が生じた場合に備えた安全確保の手段が明らかにされていることが必要である。 

 

4-4  プロジェクトの評価 

4-4-1  妥当性 

本プロジェクトはスリランカ政府の上位計画及び我が国の援助方針に合致している。また、現在、

対象地域における給水率が著しく低いこと等、プロジェクト実施の緊急性及び必要性が認められ

る。 

 

4-4-2  有効性 

本プロジェクトの有効性に関しては、以下の定量的効果、及び定性的効果が見込まれる。 

(1) 定量的効果 

定量的効果を表す指標として、表 4-4-1 に示す項目が挙げられる。 

表 4-4-1 定量的効果 

成果指標 現状（2011 年） 計画値（2016 年） 計画値（2020 年） 

給水率（％） 14.2*） 65.0 78.9 

給水量（m3/日） 130  2,300（日平均） 2,980（日平均） 

給水人口（人） 2,600 12,900 16,600 

接続数（戸） － 3,100 4,000 
*）：井戸水を給水車にて給水している 

 

(2) 定性的効果 

本事業の実施により、内戦によって破壊された水道施設を復旧することで、キリノッチ及びその

周辺地域の住民に安全な水が安定して供給されることにより、水因性疾患が低減され住民の健康

が促進される。 

また、内戦によって破壊された水道施設を復旧するというハード面の事業効果に加えて、サービ

スの信頼性を高めることが重要である。NWSDB はキリノッチ水道事業の適切な運営のため、適

切な能力を有する人材を配置することが求められるが、特に北部州の現状、すなわちシンハリ語

ではなくタミル語を話す人々が多く住む地域であることを勘案すると、水道事業を適切に運営す
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るために必要な知識を有する人材を全てコロンボ等から派遣することには限界がある。そのため

北部州で新たに採用する職員に対して実施する水道施設の運転・維持管理や給水管の設置等の知

識・技術移転を主体としたソフトコンポーネントを実施することで、水道事業の質・量の両面に

おけるサービスの信頼性を高めることになる。 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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資料-1  調査団員・氏名 

 

(1) 第 1 次現地調査 

担 当 氏 名 所 属 
総括 大村  良樹 JICA 国際協力専門員 

計画管理 稲岡  美紀 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ

水資源第一課 
業務主任／給水計画 船本  忠男 
施設計画１（浄水プロセス・水質） 八木 徹 
運営維持管理計画 大坂 進一 
積算／調達・施工計画 渡部 隆 

㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 

 

(2) 第 2 次現地調査 

担 当 氏 名 所 属 
総括 大村  良樹 JICA 国際協力専門員 

計画管理 磯辺  良介 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ

水資源第一課 調査役 
業務主任／給水計画 船本  忠男 
施設計画１（浄水プロセス・水質） 八木 徹 
運営維持管理計画 大坂 進一 
積算／調達・施工計画 渡部 隆 
施設計画２（機械・電気） 三浦 輝 
施設計画３（測量・地質／土木・

構造物） 
前田 幸也 

管網解析 八代 大輔 
環境社会配慮／社会条件調査 高柳 建二 
施設計画１（２）（浄水プロセス・

水質） 
米田 洸一 

施設計画２（２）（機械・電気） 長谷部 晃 

㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 

 

(3) 概略設計概要書説明 

担 当 氏 名 所 属 
総括 大村  良樹 JICA 国際協力専門員 
計画管理 中尾  有伸 JICA 筑波 研修業務・市民参加協力課

業務主任／給水計画 船本  忠男 
施設計画１（浄水プロセス・水質） 八木 徹 

㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 
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資料-2 調査行程 

 

(1) 第 1 次現地調査 

JICA 団員 コンサルタント団員 
日程 曜日 

総括 計画管理 
業務主任/給水計

画 
施設計画１(浄水

ﾌﾟﾛｾｽ・水質) 
運営維持管理

計画 
積算/調達・施工計

画 

1 2/24 木 CMB NTR-SIN-CMB 協議資料作成 
2 2/25 金 JICA 事務所と協議、NWSDB 挨拶 
3 2/26 土 団内協議 
4 2/27 日 アヌラダープラへ移動 

ワウニアへ移動 
NWSDB ワウニア事務所協議 
キリノッチへ移動 
キリノッチ県カラチッチ行政村協議、現地調査 

5 2/28 月 

アヌラダープラへ移動 ワウニアへ移動 ｱﾇﾀﾞｰﾌﾟﾗ移動 

6 3/1 火 コロンボへ移動、団内協議 コロンボ移動 

7 3/2 水 NWSDB と IC/R 説明・協議 IC/R説明･協議 

8 3/3 木 
NWSDB とミニッツ協議 
ERD、財務計画省と協議 

9 3/4 金 ミニッツの署名、大使館報告 

現地調査（既存施

設確認調査） NWSDB 組

織・財務関連資

料収集 
10 3/5 土 別業務ため移

動 
CMB-SIN-NTR 収集資料確認 コロンボ移動 収集資料確認 

11 3/6 日 収集資料確認 
12 3/7 月 NWSDB と協議（現況施設及び将来計画について） 
13 3/8 火 

14 3/9 水 

15 3/10 木 

16 3/11 金 

・NWSDB と既設施設について協議 
・NWSDB と将来水道計画について協議 
・既存施設及び建設時の水道計画の情報収集 
・ベースマップ作成（ローカルコンサルタント） 
・既往水道事業の建設費及び O&M コスト情報収集 

17 3/12 土 団内協議、収集資料確認 
18 3/13 日 協議資料作成 ワウニアへ移動 
19 3/14 月 現地調査（既存施設確認調査） 
20 3/15 火 

21 3/16 水 

NWSDB と協議

（既往計画、将来

計画の確認） 
現地調査（既存施

設確認調査） 
NWSDB 北部

事務所と協議 

  

22 3/17 木 協議資料作成 コロンボへ移動 NTR-SIN-CMB 
23 3/18 金 TV 会議（JICA 東京ーJICA スリランカ事務所） 

24 3/19 土 団内協議、収集資料確認 
25 3/20 日 収集資料確認・報告書作成 
26 3/21 月 NWSDB と協議 
27 3/22 火 協議資料作成 

施工業者情報収集

28 3/23 水 NWSDB と全体協議 
29 3/24 木 団内協議、収集資料確認 
30 3/25 金 協議資料作成 CMB‐SIN‐NTR 報告書作成 施工業者情報収集

31 3/26 土 収集資料整理 収集資料整理 
32 3/27 日 協議資料作成 協議資料作成 
33 3/28 月 NWSDB と協議 NWSDB と協議 
34 3/29 火 収集資料整理 施工業者情報収集

35 3/30 水 報告資料作成 収集資料整理 
36 3/31 木 JICA 事務所報告 CMB‐SIN‐NTR
37 4/1 金 

  

CMB‐SIN‐NTR

    

 

 

 

 



A-3 

(2) 第 2 次現地調査 

総括 計画管理 業務主任 /給水計画
施設計画１(浄水ﾌﾟ

ﾛｾｽ・水質) 運営維持管理計画
積算／調達・施工

計画

施設計画2(機械・

電気)
施設計画3(測量･地

質 /土木) 管網解析
環境社会配慮 /社会

条件調査

施設計画１ (2)(浄水ﾌﾟﾛｾ

ｽ・水質 )
施設計画2(2)(機
械・電気)

1 5/8 日

2 5/9 月

3 5/10 火

4 5/11 水 NTR-SIN-CMB

5 5/12 木 ワウニアへ移動 ワウニアへ移動

6 5/13 金

7 5/14 土 協議資料整理

8 5/15 日 報告書作成

9 5/16 月 NWSDBと協議

10 5/17 火 資料整理

11 5/18 水 資料整理 コロンボへ移動 コロンボへ移動

12 5/19 木 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議

13 5/20 金 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議 社会条件調査準備

14 5/21 土 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成

15 5/22 日 協議資料作成 NTR-SIN-CMB 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成 NTR-SIN-CMB

16 5/23 月 NWSDBと協議 NWSDBと協議 協議資料作成 協議資料作成 社会条件調査準備 資料整理

17 5/24 火 NWSDBと協議 ワウニア移動 協議資料作成 協議資料作成 環境関連情報収集 協議資料作成

18 5/25 水 NWSDBと協議 現地調査 協議資料作成 協議資料作成 現地調査 協議資料作成

19 5/26 木 NWSDBと協議 現地調査 協議資料作成 協議資料作成 現地調査 協議資料作成

20 5/25 金 NWSDBと協議 現地調査 ワウニア移動 ワウニア移動 環境関連情報収集 ワウニア移動

21 5/28 土 資料整理 現地調査 現地調査 現地調査 環境関連情報収集 現地調査

22 5/29 日 ワウニア移動 ワウニア移動 現地調査 現地調査 ワウニア移動 現地調査

23 5/30 月 関係機関と凝議 関係機関と凝議 現地調査 現地調査 関係機関と凝議 現地調査

24 5/31 火 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NTR-SIN-CMB 現地調査 現地調査 NWSDBと協議 現地調査

25 6/1 水 コロンボ移動 コロンボ移動 積算情報収集 現地調査 現地調査 コロンボ移動 現地調査

26 6/2 木 協議資料作成 協議資料作成 積算情報収集 現地調査 現地調査 協議資料作成 現地調査

27 6/3 金 団内協議 協議資料作成 団内協議 コロンボ移動 コロンボ移動 団内協議 コロンボ移動

28 6/4 土 協議資料作成 協議資料作成 収集資料整理 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成

29 6/5 日 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成 収集資料整理 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成

30 6/6 月 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議 積算情報収集 協議資料作成 協議資料作成 収集資料整理 収集資料整理

31 6/7 火 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議 積算情報収集 協議資料作成 協議資料作成 収集資料整理 収集資料整理

32 6/8 水 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議 積算情報収集 協議資料作成 協議資料作成 ワウニア移動 収集資料整理

33 6/9 木 NWSDBと協議 NWSDBと協議 NWSDBと協議 積算情報収集 協議資料作成 協議資料作成 関係機関と凝議 収集資料整理

34 6/10 金 収集資料整理 収集資料整理 収集資料整理 積算情報収集 協議資料作成 協議資料作成 関係機関と凝議 収集資料整理

35 6/11 土 協議資料作成 協議資料作成 協議資料作成 収集資料整理 NTR-SIN-CMB 協議資料作成 協議資料作成 関係機関と凝議 CMB‐SIN‐NTR NTR-SIN-CMB

36 6/12 日 ワウニア移動 ワウニア移動 ワウニア移動 団内調整 ワウニア移動 団内調整 ワウニア移動 関係機関と凝議 ワウニア移動

37 6/13 月 NWSDB現地立会 NWSDB現地立会 NWSDB現地立会 積算情報収集 NWSDB現地立会 NWSDB現地立会 NWSDB現地立会 NWSDB現地立会 NWSDB現地立会

38 6/14 火 現地調査 現地調査 現地調査 積算情報収集 現地調査 現地調査 現地調査 コロンボ移動 現地調査

39 6/15 水 コロンボ移動 コロンボ移動 現地調査 積算情報収集 現地調査 現地調査 現地調査 収集資料整理 現地調査

40 6/16 木 JICA事務所報告 JICA事務所報告 コロンボ移動 積算情報収集 コロンボ移動 コロンボ移動 コロンボ移動 収集資料整理 コロンボ移動

41 6/17 金 CMB‐SIN‐NTR NWSDBと協議 収集資料整理 積算情報収集 収集資料整理 収集資料整理 管網解析・検討 収集資料整理 収集資料整理

42 6/18 土 協議資料作成 収集資料整理 収集資料整理 収集資料整理 NTR-SIN-CMB NWSDBと協議 収集資料整理 収集資料整理

43 6/19 日 協議資料作成 収集資料整理 収集資料整理 報告書作成 NWSDBと協議 ジャフナ移動 収集資料整理

44 6/20 月 NWSDBと協議 収集資料整理 報告書作成 報告書作成 NWSDBと協議 関係機関と凝議 収集資料整理

45 6/21 火 NWSDBと協議 収集資料整理 報告書作成 報告書作成 NWSDBと協議 関係機関と凝議 収集資料整理

46 6/22 水 収集資料整理 収集資料整理 報告書作成 報告書作成 報告書作成 関係機関と凝議 収集資料整理

47 6/23 木 収集資料整理 収集資料整理 収集資料整理 報告書作成 報告書作成 コロンボ移動 収集資料整理

48 6/24 金 JICA事務所報告 報告書作成 JICA事務所報告 JICA事務所報告 JICA事務所報告 JICA事務所報告 JICA事務所報告

49 6/25 土 CMB‐SIN‐NTR 報告書作成 NTR-SIN-CMB NTR-SIN-CMB NTR-SIN-CMB NTR-SIN-CMB CMB‐SIN‐NTR

JICA事務所と協議、ERD挨拶、NWSDB挨拶

キリノッチ現地調

査

（既設構造物確

認、簡易強度試験

実施、測量・地質

調査管理）

キリノッチ現地調

査

（NWSDB北部サ

ポートセンター、

ジャフナ地区事務

所と維持管理体制

の協議）

NTR-SIN-CMB

NWSDBと協議

ERD、NWSDBとミニッツ協議

ミニッツの署名

CMB-SIN-NTR

日程 曜日

JICA団員

NWSDBと協議

コンサルタント団員

NTR-SIN-CMB
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(3) 概略設計概要書説明 

JICA 団員 コンサルタント団員 
日順／日付 曜日 

総括 計画管理 
業務主任/上水道

計画 
管路設計 1/浄水施

設 
1 10/6 木 NTR-SIN-CMB NTR-SIN-CMB 

2 10/7 金 JICA 事務所と協議 

3 10/8 土 

 

協議資料作成 

4 10/9 日 NTR-SIN-CMB NTR-SIN-CMB 協議資料作成 

5 10/10 月 JICA 事務所と協議、NWSDB と協議、ERD と協議、MWSD と協議 

6 10/11 火 NWSDB と協議 

7 10/12 水 NWSDB と協議、ERD と協議 

8 10/13 木 NWSDB と協議、ミニッツの署名 

9 10/14 金 ERD と協議、ミニッツの署名、大使館挨拶、JICA 事務所と協議 

10 10/15 土 CMB CMB-SIN-NTR CMB-SIN-NTR CMB-SIN-NTR 
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資料-3 関係者（面会者）リスト 

 
(1) Ministry of Finance and Planning 

Mr. Mapa Pathiarana Director General, External Resources Department 
Dr. B.M.S. Batagoda Director General, Department of National Planning 
Mr. S.S. Mudalige Director, Department of National Planning 
Ms. Rumeshi Hewawasam Assistant Director, Department of National Planning 

 
(2) Ministry of Water Supply and Drainage 

Mr. A Abeygunasekara Secretary 
 
(3) National Water Supply and Drainage Board (NWSDB) 

Mr. Karunasena Hettiarachchi Chairman 
Mr. K.L.L. Premanath General Manager 
Mr. D N J Fernando Additional General Manager 
Ms. P.N.S. Yapa Additional General Manager (Northern & Central) 
Mr. Duleep Goonewardene Deputy General Manager (North) 
Mr. D.S.D. Jayasiriwardene Deputy General Manager (Planning & Designs) 
Mr. M.M. Umarlebbe Assistant General Manager (Japanese Project Unit) 
Mr. R. B. Thavendrakumar Regional Manager (NR-Jaffna) 
Mr. T. Barathithasa General Manager of ADB Project 
Mr. U. Ratnapala Assistant General Manager (Planning & Designs) 
Mr. Thirunavukkarasu  Assistant General Manager (North) 
Mr. R.R.P.N. Rathnayake Specialist (Water Treatment) 
Mr. S. Saravanakugan Engineer (Planning & Designs) 
Mr. Imran M Saheer Engineer (Japanese Project Unit) 
Mr. Suveenthan Engineer (NR-Jaffna) 

 
(4) Killinochchi District Secretariat 

Ms. R. Ketheeswaran District Secretary 
Mr. S. Srinivasa Additional District Secretary 

 
(5) Road Development Authority (RDA) 

Mr. T. K. Ilangeern Chief Engineer 
Mr. Sivagauesan  Project Officer (A9 Project) 
Mr. Thayaparan Project Engineer (A9 Project) 

 
(6) Central Engineering Consultancy Bureau (CECB) 

Mr. Dinusha Gunawardana Site Engineer (A9 Road) 
Mr. M.D. Vaseehara Site Engineer (A9 Road) 
P. Chanddrsiri Resident Engineer  (A9 Road) 

 
(7) Central Environmental Authority (CEA) 

Ms. Vijitha Sathiyakuumar Assistant Director (Northern Provincial Office) 
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(8) Ceylon Electric Board (CEB) 

Mr. T Gugaraj CEB Killinochchi Office 
 
(9) Land Mine Removal Office 

Mr. R. Rajkumar Land Mine Removal Information Technology Officer 
 
(10) ADB 

Mr. Mookiah Thiruchelvam Project Implementation Officer 
 
(11) JICA スリランカ事務所 

志村  哲 所長 
大塚 卓哉 次長 
原   毅 所員 
武尾 昭秀 所員 
川本 寛之 所員 
柏原 友子 所員 
大石 常夫 企画調査員 
池上 義晴 企画調査員 
Ms. Arinda Elapats 所員 
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資料-4 協議議事録（M/D）及び技術協議書（T/N） 

資料 4-1 協議議事録（第一次現地調査） 
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資料 4-2 技術協議書（第一次現地調査） 
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